
1 
 

出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 14(行ヒ)181 

  

原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 固定資産評価審査決定取消請求事

件 

原審事件番号 平成 13(行コ)224 

裁判年月日 平成 17 年 7 月 11 日 原審裁判年月日 平成 14 年 3 月 27 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 その他   

判例集等 民集 第 59 巻 6 号 1197 頁   

 

判示事項 固定資産課税台帳に登録された土地の価格についての固定資産評価審査委員会

の決定の取消訴訟において同委員会の認定した価格が裁判所の認定した適正な

時価等を上回っていることを理由として同決定を取り消す場合における取消し

の範囲 

裁判要旨 固定資産課税台帳に登録された基準年度に係る賦課期日における土地の価格に

ついての固定資産評価審査委員会の決定の取消訴訟において，裁判所が，同期

日における当該土地の適正な時価又は固定資産評価基準によって決定される価

格を認定し，同委員会の認定した価格が上記の適正な時価等を上回っているこ

とを理由として同決定を取り消す場合には，同決定のうち上記の適正な時価等

を超える部分を取り消せば足りる。 

 

全 文 

主    文 

１ 原判決を次のとおり変更する。 

第１審判決中上告人敗訴部分を次のとおり変更する。 

 (1) 上告人が被上告人に対し平成８年９月１８日付けでした第１審判決別紙目録２ない

し６記載の各土地の土地課税台帳に登録された平成６年度の価格についての審査の申

出に対する決定のうち，上記各土地につき別紙記載の価格を超える部分を取り消す。 

 (2) 被上告人のその余の請求を棄却する。 

２ 訴訟の総費用は，これを１０分し，その９を被上告人の負担とし，その余を上告人の負

担とする。  

理    由 

上告代理人川上俊宏ほかの上告受理申立て理由第６について 

 １ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。 

 (1) 地方税法３４９条１項は，土地に対して課する基準年度の固定資産税の課税標準を，

当該土地の基準年度に係る賦課期日における価格で土地課税台帳又は土地補充課税台帳（以

下，両者を併せて「土地課税台帳等」という。）に登録されたものとする旨規定し，同項にい

う価格について，地方税法（平成１１年法律第１５号による改正前のもの）３４１条５号は，

適正な時価をいうと規定している。平成６年度は上記の基準年度であり，これに係る賦課期日

は，地方税法３５９条の規定により平成６年１月１日である。また，地方税法（平成１１年法

律第１６０号による改正前のもの）４０３条１項は，固定資産の価格は自治大臣が定める固定
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資産評価基準（以下「評価基準」という。）によって決定しなければならない旨規定している。 

 (2) 被上告人は，第１審判決別紙目録１ないし９記載の各土地（以下「本件各土地」とい

い，個別の土地をいうときは，同目録の番号により「本件土地１」，「本件土地２」などとい

う。）の所有者であって，本件各土地の固定資産税の納税者である。 

 (3) 東京都知事は，本件各土地の平成６年度の価格を次のとおり決定し，これらの価格が

土地課税台帳に登録された。 

 ア 本件土地１ １億７９１０万２４１０円 

 イ 本件土地２ １億２７０８万５３２０円 

 ウ 本件土地３ ８９３２万６２９０円 

 エ 本件土地４ ７８９０万１４５０円 

 オ 本件土地５ １億０１０９万３８３０円 

 カ 本件土地６ ４億６７４６万６８００円 

 キ 本件土地７ ２億８２４８万２５７０円 

 ク 本件土地８ １億４３８２万３０３０円 

 ケ 本件土地９ １億５４１４万７８４０円 

 (4) 被上告人は，上記(3)の価格を不服として，上告人に対し，地方税法（平成１１年法律

第１５号による改正前のもの）４３２条１項に基づき，審査の申出をしたところ，上告人は，

平成８年９月１８日付けで，本件土地９の価格を１億３８７３万３０５０円と減額するほか

は，被上告人の審査の申出を棄却する旨の決定（以下「本件決定」という。）をした。 

 (5) 本件土地２ないし６の平成６年１月１日における客観的な交換価値は，次のとおりで

ある。 

 ア 本件土地２ １億２２９９万７８８０円 

 イ 本件土地３ ８６１９万２０４０円 

 ウ 本件土地４ ７６１３万２９８０円 

 エ 本件土地５ ９７５４万６６８０円 

 オ 本件土地６ ４億５１０６万４４６０円 

 ２ 本件は，被上告人が，本件決定が違法であるとして，主位的に，本件決定の全部の取消

しを求めるとともに，予備的に，本件決定のうち本件各土地の土地課税台帳に登録された平成

５年度の価格を超える部分の取消しを求める事案である。 

 ３ 原審は，前記事実関係等の下において，要旨次のとおり判断し，本件土地２ないし６に

係る本件決定の全部を取り消すべきものとした。 

 (1) 本件決定は，本件土地２ないし６について，平成６年度の固定資産税の賦課期日にお

ける適正な時価である客観的な交換価値を上回る価格を認定した点において，違法というべ

きである。 

 (2) 固定資産評価審査委員会の不服審査において判断される土地の価格は，基準年度に係

る賦課期日における当該土地の適正な時価という一個の評価的事実であるから，地方税法は，

この価格を可分なものであるとして，審査の申出に対する固定資産評価審査委員会の決定（以

下「審査決定」という。）の一部のみを取り消すことを予定していない。したがって，上記(1)

の違法がある本件土地２ないし６に係る本件決定については，その全部を取り消すべきであ

る。 

 ４ しかしながら，原審の上記３の(2)の判断は，是認することができない。その理由は，

次のとおりである。 
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 土地課税台帳等に登録された基準年度の土地の価格についての審査決定の取消訴訟におい

ては，審査決定の実体上の適法要件として，固定資産評価審査委員会の認定した価格が基準年

度に係る賦課期日における当該土地の適正な時価又は評価基準によって決定される価格（以

下，両者を併せて「適正な時価等」という。）を上回るものでないかどうかが，審理され，判

断される（最高裁平成１０年（行ヒ）第４１号同１５年６月２６日第一小法廷判決・民集５７

巻６号７２３頁参照）。このように審査決定の取消訴訟においては固定資産評価審査委員会の

認定した価格の適否が問題となるところ，裁判所が，審理の結果，基準年度に係る賦課期日に

おける当該土地の適正な時価等を認定した場合には，当該審査決定が金額的にどの限度で違

法となるかを特定することができるのである。そして，上記の場合には，当該審査決定の全部

を取り消すのではなく，当該審査決定のうち裁判所が認定した適正な時価等を超える部分に

限りこれを取り消すこととしても何ら不都合はなく，むしろ，このような審査決定の一部を取

り消す判決をする方が，当該土地の価格をめぐる紛争を早期に解決することができるもので

ある。 

 そうであるとすれば，【要旨】土地課税台帳等に登録された基準年度の土地の価格について

の審査決定の取消訴訟において，裁判所が，審理の結果，基準年度に係る賦課期日における当

該土地の適正な時価等を認定し，固定資産評価審査委員会の認定した価格がその適正な時価

等を上回っていることを理由として，審査決定を取り消す場合には，納税者が，審査決定の全

部の取消しを求めているか，その一部の取消しを求めているかにかかわらず，当該審査決定の

うちその適正な時価等を超える部分に限りこれを取り消せば足りるものというべきである。 

 これを本件についてみると，原審は，本件土地２ないし６について，平成６年度の賦課期日

における適正な時価である客観的な交換価値を認定し，上記各土地に係る本件決定はその適

正な時価を上回る価格を認定した点に違法があるとしているのであるから，上記決定のうち

その適正な時価を超える部分に限りこれを取り消せば足りるものというべきである。 

 ５ 以上によれば，本件土地２ないし６に係る本件決定の全部を取り消すべきものとした

原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があり，論旨は理由がある。 

 その余の上告受理申立て理由は，上告受理の決定において排除された。 

 そうすると，本件土地２ないし６に係る本件決定の取消しを求める被上告人の請求につい

ては，上記決定のうち平成６年度の賦課期日における上記各土地の適正な時価である別紙記

載の価格を超える部分の取消しを求める限度で理由があるから認容し，その余の請求は理由

がないから棄却すべきである。これと異なる原判決は主文のとおり変更すべきである。 

 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 中川了滋 裁判官 福田博 裁判官 滝井繁男 裁判官 津野修 裁判官 今井功) 

 

（別紙） 

１ 第１審判決別紙目録２記載の土地につき１億２２９９万７８８０円 

２ 同目録３記載の土地につき８６１９万２０４０円 

３ 同目録４記載の土地につき７６１３万２９８０円 

４ 同目録５記載の土地につき９７５４万６６８０円 

５ 同目録６記載の土地につき４億５１０６万４４６０円 

 

 

※参考：判例タイムズ 1188 号 223 頁、判例時報 1906 号 48 頁 


